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１．開発途上国における 
高等教育の課題・ニーズ 
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高等教育を取り巻く状況（東南アジア地域の例） 

現状認識 
１  現地進出日系企業を含む域内産業の高度化 

 ASEANでは過去10年に域内経済活動の連結性や産業の高度化が大きく進み、今後
10年でさらにこの動きは加速すると予想される。また、各国政府も経済の先進国化

を達成するためには、産業の高付加価値化とそれを支える高度産業人材の育成が
不可欠であると認識し、これに貢献する高等教育の充実を重要政策に掲げている。 

現状認識
２ 

 地球規模課題への対応の重要性 

 大気環境汚染や気候変動など地域が共通に抱える地球規模課題への対応の重要
性が増している。また、ASEANは次世代代替エネルギーや環境負荷の少ない次世代
天然素材の宝庫でもあり、その実用化に向けた研究の必要性も高い。 

現状認識
３ 

 世界的な頭脳の流動化 

 世界的に頭脳の流動化が急速に進む一方、科学技術の研究・開発の潮流を見ると、
その主たる場所は引き続き欧米地域にある。 
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II. 高等教育の状況：世界の状況 

5 出所：文部科学省HP（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/giji/__icsFiles/afieldfile/2013/04/17/1333454_11.pdf）より 
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国際化の進展 

2003年、留学生受入れ数は約11万人となり、1983年に策定した「留学生受入れ10万人計画」を達成。2015年の受入れ数は15万人を越え
ている。                                                                                        

出所：JASSO「平成27年度外国人留学生在籍状況調査等について」 
    

出所：OECD, “Education at a Glance 2010” Box C２.７ 

過去30年間で、全世界の留学生数は大幅に増加し、1975年の80万
人から2008年の330万人へ、４倍近く増加 



 
1. 高等教育の急速な拡大による多様化と質の低下 
 高度人材需要の高まりと初・中等教育の拡充による           

高等教育の量的拡大 
 国・地域間の格差拡大・多様化、高等教育機関の役割       

や質の多様化 
 厳しい財政状況、教育や研究の質の低下 
 

2. 高等教育セクターの国際化 
 高等教育セクターの急速なグローバル化 
 留学生、研究者の移動の増加と頭脳流出 
 教育の質保障や互換性向上のニーズの拡大 
 

 

高等教育の状況：途上国の状況 



8 

高等教育の教育・研究の質の問題 

• 各大学では質を担保する要件が不足 
– 教育・研究資機材 
– 十分な資格・能力を有する教員 
– 運営管理能力 
– 国際的・地域的な研究者コミュニティとのつながり 
– 他地域の最新知識へのアクセス 



２.  JICAの高等教育協力 
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 ・国づくりの中核を担う行政官の育成 
 ・日本企業の海外展開にも資する産業人材育成 

 ・各国の高等教育を牽引する拠点大学の教育・研究・運営能力強化 
 ・研究室中心の日本式工学教育の導入による教育・研究能力強化 
 ・共同研究、学生インターンなどの産学連携の促進 

 ・本邦・域内留学を通じた教員等の高度人材育成 
   ・多国間の共同研究を通じた域内共通課題解決への貢献 

域内・日本との 
ネットワーク構築 

拠点大学育成 

留学支援 

JICAの高等教育支援の取り組み 
～ アプローチとその狙い～ 
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【ベトナム】  
■カントー大学強化支援事業（2015-2022） 
●カントー大学強化附帯プロジェクト（2016-2021）  
●日越大学修士課程設立プロジェクト（2015-2020） 
●ホーチミン工業大学重化学工業人材育成支援プロジェクト（2013-2016) 
■高等教育支援事業（ITセクター）（2006-2016） 
▲人材育成奨学計画（2012-2016） 

【アフガニスタン】 
●未来への架け橋・中核人材育成 
 プロジェクト （2011-2019） 

【インド】  
◎インド工科大学ハイデラバード校日印
産学研究ネットワーク構築支援プロジェク
ト（2012-2020） 
■インド工科大学ハイデラバード校整備
事業（2014-2018） 

【エジプト】  
●エジプト日本科学技術大学 
 （E-JUST)設立プロジェクト  
 フェーズ2 （2014-2019） 
◇E-JUST研究機材準備調査（2015) 

【ラオス】 
●サバナケット大学経営学部/南部地域産業人材育成 (2012-2015） 
▲人材育成奨学計画（2012-2016） 
 
 

【マレーシア】  
■高等教育基金借款事業（HELPIII)（2006-2016） 
■マレーシア日本国際工科院整備事業（MJIIT) （2011-2018） 
◎マレーシア日本国際工科院整備【円借款付帯プロジェクト】（2013-2018） 

【ASEAN10か国】 
●アセアン工学系高等教育ネットワーク  
 （AUN/SEED-Net)プロジェクト・フェーズ3  
 (2013-2018)  

 

【カンボジア】 
●カンボジア工科大学教育能力向上プロジェクト F/U協力（2015） 
▲人材育成奨学計画（2014-2018）（※） 

■=有償資金協力、◎=有償勘定技術支援   ◇調査（有償/技協/無償） 
▲=無償資金協力、●=技術協力プロジェクト 

 (※）=無償資金協力による「人材育成奨学計画」は、この他に、ウズベキスタン、
バングラデシュ、ザンビアなど合計12か国でそれぞれ実施中 

2016年1月現在  

【アフリカ大陸５４ヵ国】 
●アフリカの若者のための産業人材育成 
 イニシアティブ（ＡＢＥイニシアティブ） 
 「修士課程およびインターンシップ 
  プログラム」（2013－2021） 

【ミャンマー】  
●工学教育拡充プロジェクト（2013-2018） 
▲工科系大学拡充計画（2014-2016） 
▲人材育成奨学計画 

【ルワンダ】 
●トゥンバ高等技術専門学校強化支
援プロジェクトフェーズ2（2013-2018） 

JICAの高等教育支援 案件地図 (SATREPS除く) 
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【モンゴル】 
■モンゴル工学系高等教育事業 
  （2014～2023） 
▲人材育成奨学計画（2014-2018） 
 

【東ティモール】 
●東ティモール国立大学工学部能力向上プロジェクト（2011-2016） 
◇東ティモール国立大学工学部新校舎建設計画・準備調査（2015）  

【ケニア】 
●アフリカ型イノベーション振興・ 
   JKUAT/PAU/AUネットワーク 
   プロジェクト(2014-2019） 

【フィリピン】 
◎技術教育モデル校支援プロジェクト（2014-2017） 
▲人材育成奨学計画（2012-2016） 

【パキスタン】 
●バロチスタン工科大学工科課程強
化プロジェクト （2014-2017） 

【インドネシア】  
●インドネシア工学教育認証機関（IABEE）設立プロジェクト（2014-2019) 
●高等教育アドバイザー（2014-2016） 
■ハサヌディン大学工学部整備事業（2007-2016） 
●ハサヌディン大学工学部研究・連携基盤強化プロジェクト（2015-2020） 
■インドネシア大学整備事業（2008-2018） 
■バンドン工科大学整備事業III （2009－2018） 
■ 高等人材開発事業（IV）（2014-2020） 

【トルコ】 
◇ トルコ日本科学技術大学 基礎情
報収集調査 （2015） 

【大洋州14か国】 
●太平洋島嶼国リーダー教育支援プログラ
ム（Pacific LEADS）（2015-2021）  

 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JICAの高等教育支援は、東南アジアが大きな割合を占める。これは、ODA総額に占める東南アジアの割合の大きさ、東南アジア諸国の経済発展に伴う産業人材育成のニーズの高さなどが要因となっている。東南アジア各国の中核大学の支援を行っているが、特に、東南アジアでも人口規模が大きく、かつ高等教育が急速に拡大しているインドネシアとベトナムの支援件数が多い。また、個別の大学支援に加えて、これらの中核大学間及び日本の大学との域内ネットワーク構築の支援も行っている（SEED-Net）。本邦留学支援の案件としては、TICAD Vを受けた「ABEイニシアティブ・修士課程及びインターンシッププログラム」、アフガニスタン「未来への懸け橋・中核人材育成（PEACE）プロジェクト」などの技術協力による支援のほか、インドネシア、マレーシアにおける留学生借款、12か国を対象とした無償資金協力による「人材育成奨学計画（JDS）」などがある。大学の新設支援としては、エジプト日本科学技術大学（E-JUST）、マレーシア日本国際工科院（MJIIT）、インド工科大学ハイデラバード校（IITH)の3案件を実施中。（なお、E-JUSTは完全な新設大学であるが、MJIITやIITHは既存の大学（システム）の傘下に設立された大学という違いあり。）



最近の支援の傾向 
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 新設大学への支援の増加 
  ・エジプト日本科学技術大学（E-JUST）：2008年～  
  ・インド工科大学ハイデラバード校（IITH）：2011年～  
  ・マレーシア日本国際工科院（MJIIT）：2011年～ 
  ・日越大学：2015年～ 

 
 留学生事業の増加 
  ・アフガニスタン・未来への架け橋・中核人材育成（PEACE）（500名）、2011年～ 
  ・ABEイニシアティブ「修士課程及びインターンシップ」（900名）、2014年～ 
 
 産学連携の促進 
  ・アセアン工学系高等教育ネットワーク（SEED-Net）・フェーズ3 
  ・インド工科大学ハイデラバード校（IITH）日印産学研究ネットワーク構築支援 
  ・マレーシア日本国際工科院整備（MJIIT) 
  ・ハサヌディン大学工学部研究・連携基盤強化 
  ・ABEイニシアティブ 
 
 質の保証への取り組み 
  ・インドネシア工学教育認証機関（IABEE）設立 
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JICA協力事例 



日本型の教育・研究を特徴とする、中東、アフリカ地域のモデルとなる科学技術分野の
国立大学をエジプトに設立。特徴的な教育プログラム、研究重視の大学院中心の大学。 
フェーズ1（2008年10月～2014年2月）：大学設立・学生受入の準備、さらに国際水準の
大学になるための教育・研究の基盤整備に係る支援を実施。 
フェーズ2（2014年2月～2019年2月）：大学運営能力の強化や教育・研究能力の更なる
向上、エジプト・日本の産業界との連携強化に係る支援を実施中。 
技術協力プロジェクトでは、本邦教員派遣、教育＆研究用機材の供与、フェローシップ・
プログラム（本邦研修）等を実施。 

早稲田大学、九州大学、京都大学（以上、総括幹事大学）、北

海道大学、東北大学、東京工業大学、東京   大学、慶應義塾

大学、名古屋大学、立命館大学、京都繊維工芸大学 
 

国内支援大学（12大学） 

大学 産業 

政府 ・外務省 
・文部科学省 
・経済産業省 
・JICA  等 

・東京商工会議所 

・中東協力センター 

・中東調査会  等 

理事会 

創造理工
学類 

ｴﾈﾙｷﾞｰ・

化学・環

境工学類 

ﾒｶﾄﾛ･ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ専攻 

材料工学専攻 

経営工学専攻 

化学・石油化学工学専攻 

ｴﾈﾙｷﾞｰ資源工学専攻 

学長 

副学長 
（総務・財務） 

（国際） 
（学術） 
（研究） 

工学系 
大学院 

電気・電

子・情報

学類 

電子・通信工学専攻 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・情報工学専攻 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト 
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プロイジェクト概要 

E-JUST組織図 国内支援体制 



 
 
 
【事業内容】  

• 教育・研究用資機材調達 
• コンサルティング・サービス（全体事業管理支援、入札補助、

教員派遣・留学生支援等）  
【事業期間】 2011年12月〜2018年6月 
【実施機関】 UTM (University Technology Malaysia) 
【総事業費】  201.79億円 （うち円借款66.97億円） 

• UTMクアラルンプールキャンパスに新たにマレーシア日本国
際工科院（MJIIT）を設立し、日本型工学教育拠点として整備
を行う。2012年9月、開校。  

事業概要 目的 

• 日本型の工学教育を導入した学部及び大学院を設立すること
により、産業界の求める最先端の高い技術開発・研究能力を
備える人材の育成・増強を図り、もって同国の国際競争力を
強化、二国間友好関係の促進に寄与する。 

【Main Components】  
 
【主な事業内容】  

• カリキュラム及びその他教育活動計画の策定・実施 
• 「講座」制度の確立・運用 
• 日本人教員の任命 
• ダブル・ディグリー・プログラムの実施 
• 共同指導の実施、 
• インターンシップ・プログラムの実施 
• 交換留学プログラムの実施 

【事業期間】 2013年7月〜2018年7月 
【実施機関】 UTM (University Technology Malaysia) 
【協力金額】 3.25億円  
【投入】 ・長期専門家４名      
       ・本邦支援体制確立(支援事務局、幹事校人員配置) 
       ・本邦研修 (技官研修、大学運営管理）  
 

円借款  技術協力 

 
 
• 26大学による大学コンソーシアム 
• ５つの小委員会（電子システム工学、機械精密工学、環境・グ

リーン技術工学、技術経営学、防災）+運営管理委員会  
• 教員派遣（長・短期）、留学生の受入、共同研究の実施への

協力 

日本側協力体制 

マレーシア日本国際工科院整備事業 

事業内容 
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【主な事業内容】  

• 施設建設 
・ 基礎インフラ整備 
・ 教員研究機材調達 
・ フェローシッププログラム（教員の本邦留学、共同研究） 
・ コンサルティングサービス（事業管理、詳細設計、施工管理、   
  入札補助、留学支援、共同研究支援） 

【事業期間（予定）】 2007年3月〜2016年7月（実施中） 
【総事業費】  114.9億円 （うち円借款78.01億円） 

Center of Technology（COT）を整備し、工学部と産業・他大学・

地方政府等との連携を促進することにより、研究開発内容の普
及や、産業界との技術開発や技術相談、共同研究、受託研究、
起業家支援等を展開。 

  
 
【プロジェクト目標】 
 UNHAS工学部の教育・研究体制の基盤の強化  
【事業期間】 2009年2月〜2012年1月（完了） 
【協力金額】 1.5億円  
【投入】 ・長期／短期専門家 
      ・本邦研修 
【本邦支援大学】 九州大学、 
 豊橋技術科学大学、広島大学、 
 熊本大学、秋田大学 

円借款事業  

技術協力「工学部強化計画プロジェクト」 

  
 
【プロジェクト目標】 
 COTによるUNHAS工学部の研究・産学地連携活動の活発化 
【主な活動内容】 
・ COTの機能・体制の決定、活動計画策定・実施・モニタリング 
・ 共同研究促進によるCOTの制度・能力の強化 
・ 東部インドネシア地域の大学・企業、本邦大学との産学地連

携活動によるCOTの調整能力強化 
【事業期間】 2015年1月〜2020年1月（予定） 
【協力金額】 3.2億円  
【投入】 ・長期専門家／短期専門家  ・本邦研修 
【支援大学・機関】 九州大学、豊橋技術科学大学、愛媛大学、 
 民間企業、地方団体等（調整中）             
            

技術協力「研究・連携基盤強化プロジェクト」 

目的 

スラウェシ島南スラウェシ州のハサヌディン大学（UNHAS）工学

部の整備・拡張を行うことにより、工学系の高等教育の拡充及
び研究活動の強化を図り、工学系人材育成の強化と研究能力
の向上を通じて東部を中心としたインドネシアの産業振興に資
するもの。 

インドネシア・ハサヌディン大学工学部整備事業 （円借款＋技術協力） 

事業内容 



(1) 教員対象の学位（修士号・博士号）取得支援。 
(2) 産業連携や地域共通課題に関する本邦教員 
  との共同研究。 
(3) 地域共通課題をテーマにした地域会議。 
(4) その他プロジェクト課題に関連する諸活動。 

(1) ASEANのメンバー大学教員の研究・教育能力の向上を図る。 
(2) メンバー大学と日本の支援大学間の教員同士の学術的ネットワークを強化する。 
(3) メンバー大学との連携活動を通じて域内産業の高度化に貢献する。 
(4) 学術的活動を通じて域内共通課題の解決に取り組む。 

東南アジア地域の持続的な発展に貢献するべく、域内に工学分野の人材育成のプラットフォームを形成することを念頭に、 
ASEAN域内大学間・本邦大学とのネットワークを強化しつつ、ASEAN各国のメンバー大学の研究・教育能力の向上をめざす。 

(1) 教員の能力向上 
  延べ900名の教員が修士号または 
  博士号の取得（または取得予定） 
 (2) 研究活動の質の向上 
  本邦教員も参画した700件の共同研究と 
  1000編の論文発表 
(3) Establishment of Network 
  400名のASEANメンバー大学教員と200の 
  本邦大学教員によるネットワークの構築 

ASEAN各国と日本における工学分野 
40トップレベル大学のネットワーク 

1. ハノイ科学技術大学 
2. ホーチミン市工科大学 

1. フィリピン大学ディリマン校 
2. デラサール大学 
3. ミンダナオ国立大学 
  ― イリガン工科大学 

1. 国立シンガポール大学 
2. ナンヤン工科大学 

1. ラオス国立大学 

1. ヤンゴン大学 
2. ヤンゴン工科大学 

1. バンドン工科大学 
2. ガジャマダ大学 
3. スラバヤ工科大学 
4. インドネシア大学 

1. ブルネイ大学 
2. ブルネイ工科大学 1. マレーシア科学大学 

2. マラヤ大学 
3. マレーシア・プトラ大学 
4. マレーシア工科大学 

1. カンボジア工科大学 

ASEAN加盟10か国：  

 26メンバー大学 

日本：         

14 支援大学 

1. チュラロンコン大学  
2. モンクット王工科大学 
   ラカバン校 
3. ブラパー大学 
4. カセサート大学 
5. タマサート大学  

•北海道大学 
• 東北大学 
• 東京大学 
• 東京工業大学  
• 政策研究大学院大学 
• 慶應義塾大学 
• 早稲田大学 
• 芝浦工業大学  
• 東海大学  
• 名古屋大学 
• 豊橋技術科学大学 
• 京都大学 
• 大阪大学 
• 九州大学 

アセアン工学系高等教育ネットワーク 
（AUN/SEED-Net）プロジェクト  

プロジェクトの目的 

フェーズ2(2013年）までの成果 

主な活動 

プロジェクトの課題 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【タイの高等教育】現在、タイの高等教育に関しては、進学率が51％（2012年）に達している。また、世界ランキング（QSアジア工学系、2012年）　においてチュラロンコン大学が31位、タマサート大学が81位、カセサート大学が83位、モンクット王工科大学ラカバン校が86位となっており、量的・質的にも高水準になってきている。また、教育予算は4,455.3億バーツであり、GDPに占める教育予算の割合は3.8%、政府予算に占める割合は18.7%となっている。また着実に増加を続けており、1998年度と比較し約2倍となっている。高等教育を行う機関としては、大学（101校：国立30校-うち2校公開大学、私立71校）、師範学校を前身とする地域総合大学40校、工業専門大学9校が設置されており、学生の9割は地域総合大学や工業専門大学を含む国立大学で学んでいる。【JICAの支援】JICAはタイの中核大学の育成に大きな役割を果たしてきた。1960年から足掛け40年にわたるモンクット王工科大学ラカバン校への支援（技プロ4回、無償2回）を始め、チュラロンコン大学（無償2回）、タマサート大学（技プロ1回、無償2回）、カセサート大学（技プロ3回、無償2回）、マヒドン大学（技プロ1回）、チェンマイ大学（技プロ1回、無償2回）など、タイの主要大学に長期間・集中的な支援を行ってきた。上記のような現在までの支援の経緯とタイの高等教育の現況を踏まえると、タイは高等教育支援の「受け手」ではなく、「パートナー」になってきている。実際に、カンボジア工科大学（実施中）やラオス国立大学（終了）への支援では、過去に支援を行ったタイの大学から第三国専門家として協力を得た。また、上記大学とのSATREPSは5件（実施中は4件）あり、日本の大学の共同研究のパートナーとなっている。　（※SATREPS5件：①チュラロンコン大/京大、環境・エネルギー分野、②チュラロンコン大/北九州市立大等、環境・エネルギー分野、③チュラロンコン大・カセサート大/東大・東北大・早大・立命・山形大、環境・エネルギー分野、④カセサート大等/東大・京大・東北大、環境・エネルギー分野、⑤マヒドン大等/阪大、感染症分野（終了案件））今後のタイでの高等教育支援は、上記のように他国の大学支援を行う際の「協力リソース」として活用することや、SATREPSによる「パートナー」としての協力が主体となると考えられる。また、総体的に見れば、JICAの協力枠組み外で、本邦大学とタイの大学が教育や研究面で、独自に連携を進める形態が更に多くなるものと考えられる。（実際に、本邦大学がタイに現地事務所を設置するケースが多くなっている。）【SEED-Net】SEED-Netは、ASEAN各国でJICAが支援した中核大学を活用し、ASEAN域内及び日本との大学ネットワークを構築・強化するために、2001年より10年以上にわたり実施しており、900名の教員の高位学位取得や、700件以上の共同研究、600人以上のASEAN・日本の教員の学術交流を行ってきた。現在、本邦大学がASEAN諸国との大学との連携を深めようとする中で、本邦大学が独自にASEAN大学と共同教育プログラムや共同研究を形成する上での基盤となっている。（大学の世界展開力事業でもSEED-Netのつながりを活用して形成されたプログラムが多数ある。）グローバル人材育成が喫緊の課題となっている中、本邦大学には、SEED-Netで形成されたネットワークを活用した、グローバル人材育成のプログラムを形成いただければ幸い。本邦大学が大学の国際化・授業の英語化を本格的に進める中で、若手教員にも是非、SEED-Net（及び他のJICA事業）に積極的に参加して頂き、経験を積む場として活用して頂ければと考える。なお、SEED-Netに参加しているASEAN側/本邦教員から聞く話として、近年、ASEAN各国の中核大学には、本邦大学からも、欧米大学からも数多くのアプローチがあるため、ASEAN側の大学が値踏みをして、より条件の良い大学との連携を行い始めているとのこと。その意味で、ASEAN側の大学に本邦大学との連携を選択してもらうためには、魅力的なパッケージの提示が必要になっていくものと考えられる。そのため、JICA本邦大学（さらには可能な限り、文科省やJST、JSPS等）が連携した形でASEAN側の大学との連携を推進していくのが理想。



プロジェクト基本枠組み： 
「留学」+「共同研究」+「ネットワーク形成」 

主に後発アセアン諸国 

先発アセアン諸国 

留学生の        
研究参加 

域内修士・
博士留学
プログラム 

共同研究    
プログラム 

コ
ア
プ
ロ
グ
ラ
ム 

 学生共同指導 

 研究指導 

教
員
の
留
学 

研
究
参
加 

大学間ネットワーク 

メンバー大学 

ホスト大学 

メンバー大学 

送り出し大学 

日本 

国内支援大学 
参加 活用 

地域別会議（分野別） 
本邦教員派遣 
短期本邦研究 
短期域内訪問 
留学促進活動 

ネットワーク形成・拡充プログラム 
本邦博士留学 

本邦博士留学 



 
 

University College  (JKUCAT) 
大学（学士課程）に昇格 

 
 

1981 

1988 

1994 

ケニアの農工学系トップ大学 
の一つに成長 

1978～81 
  無償資金協力(3期） 

1989～93 
  無償資金協力(3期） 
  ＜大学拡充計画＞ 

1977: 支援開始 
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農学・工学系の中堅技術者養成学校 
から、大学に昇格。ケニアの農工系         
トップ大学の一つにまで発展した。   
JICAの息の長い取り組み案件の代表例。 
 
優秀な卒業生を多数輩出。卒業生は、
企業・大学・研究所・省庁・政界など         
多分野で活躍中。 
 
メインキャンパスに加え、タンザニアを 
含む8か所のサブキャンパス、8つの  
子大学を抱える親大学として成長                  
（2013年6月時点）。学生数は、学部生 
だけでも、過去10年間で約22倍（2003
年：1391人⇒2012年：約3万人）に増加。 
 
研究面で実社会の問題解決に貢献。 
民間企業との組織的な連携の促進。 
例：再生エネルギー 
 
汎アフリカ大学(PAU)・東部拠点（基礎科

学・ 技術・イノベーション）としての
JKUATへの支援へと展開 
 
 
 
 

 

1990～1997 
 第4次 技術協力 
    ＜新規：学士課程＞ 
1997～2000 
 第5次 技術協力 
    ＜フォローアップ＞ 

1988～1990 
 第3次 技術協力 

Full Fledged University  (JKUAT) 
大学院課程も開始 

汎アフリカ大学（PAU)・東部拠点 
としてのJKUAT 

2013 

2014～2019 
 科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ振興 
 技術協力 

ジョモケニアッタ農工大学(JKUAT)の変遷とJICAの支援 
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Middle Level College (JKCAT) 
ジョモケニヤッタ農工大学設立 

（農学部:ディプロマ、工学部：テクニシャン) 

1980～1985 
 第1次 技術協力 
1985～1988 
 第2次 技術協力 
    ＜延長協力＞ 



➄ 

➃ 

➂ 
➁ 

➀ 
PAU STI PAU LESI PAU GHSS PAU WES PAU SS 

基礎科学・ 
技術・ 

イノベーション 

生命・ 
地球科学 

ガバナンス・ 
人文社会科学 

水・ 
エネルギー 

(含む気候変動） 
宇宙科学 

ケニア ナイジェリア カメルーン アルジェリア （検討中） 

➀東部 ➁西部 ➂中央部 ➃北部 ➄南部 

日本 インド スウェーデン ドイツ （検討中） 

ジョモ・ケニヤッ

タ農工大学 
イバダン大学 ヤウンデ第二

大学 
トレムセン 

大学 (検討中） 

ホスト国 

支援パー

トナー国 

分野 

アフリカ連合(AU) 

ホスト大学 

学長 

汎アフリカ大学 (Pan African University, PAU)構想 （技術協力）  

• PAUは、2008年にアフリカ連合(AU)が、域内の高等教育

レベルの向上を図ることにより頭脳流出を食い止め、  
域内の経済・ 社会開発を担う人材を育成・確保するため
に立上げた構想。新設ではなく、アフリカ域内の既存  
大学を活用した大学院大学。 

• 具体的には、アフリカ全域を大きく5地域（東部・西部・  

南部・北部・中央部）に分け、各地域に分野別のホスト
国・ホスト大学・支援パートナー国（LTP）を選定。 

• PAUの東部地域拠点は、対象分野は「科学技術・    

イノベーション」、ホスト国は「ケニア」、ホスト大学は    
「ジョモ・ケニヤッタ農工大学(JKUAT)」。となっている。 

• JKUATに拠点を置くPAU-STIは2012年に開校し、アフリカ  
11ヶ国からの第一期生54名が2014年に卒業、現在、20ヶ
国 第二期生68名（含む博士学生22名）が就学中。 

PAUの概要 
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• 「日本政府」は2013年1月に東部地域拠点（JKUAT)の         
支援パートナー国（LTP）に就任。 

• JKUATは、1981年の大学設立から約20年間支援を行い、
ケニアの農工系トップ大学の一つに発展した大学。 

• JICAはJKUAT/PAU-STIへの技術協力（5年間）を2014年6月
から開始。 

• JKUAT/PAU-STIでアフリカでの科学技術イノベーション
（STI)を生み出す学生を輩出することを目的に、JKUATで 

アフリカに適した実践的な研究環境整備・活動を支援 
（イノベーションタスクフォースの設置、ものづくり道場  
（仮称）の整備、機材整備、本邦大学教員の派遣、    
本邦研修・留学支援など） 

• 国内支援大学は、工学系は京都大学、鳥取大学、長崎
大学、農学系は岡山大学、帯広畜産大学、長崎大学。 

日本/JICAの支援 
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目標： 持続的開発を支える中核人材の育成 
期間： 2011年2月から2019年4月  
対象分野： 都市開発・インフラ, 農業農村開発 
対象省庁： 15省庁・政府機関 

鉱山石油省、公共事業省、水・エネルギー省、都市開
発省、運輸航空省、農村復興開発省、農業灌漑牧畜省、
麻薬対策省、外務省、財務省、カブール市役所、DCDA、
高等教育省（国立大学等）、人事院、女性課題省 

JICAの支援方針 
オーナーシップ・リーダーシップの尊重 
中長期的な支援 
人々に届く支援 

JICAの支援最重点分野 
都市開発・インフラ整備分野 
       - カブール首都圏開発 
       - カブール国際空港 
農業・農村開発分野 
       - 関連省庁のキャパシティ・ディベロップメント 
       - 稲作支援 
       - 水資源監理・開発 
   - 農村開発・農業振興 

*協力大学: 34大学47研究科  

受入人数（修士応募者数） 
第1バッチ: 47 (199) 
第2バッチ: 55 うち博士課程2 (257) 
第3バッチ: 100うち博士課程15 (344) 
第4バッチ: 140うち博士課程12 (334) 
第5バッチ: 94 (337) 

学習機会 
（修士課程・博士課程）の提供 

アフガニスタン未来への架け橋・中核人材育成（PEACE）： 概要 



• 日本政府と産業界の共同プログラムとして、
修士号取得と企業インターンを実施 

• 長期留学により日本社会と文化に理解を 
持つ、アフリカの高度産業人材を育成 

• アフリカ産業人材と日本企業との人脈形成 
• 日本企業への就職も期待 
• アフリカの産業人材育成機関の能力強化 

アフリカでの
日本企業の 
活動支援へ 

8月-10月 11月-翌年5月 9月（2週間） 9月-（1.5～2.5年間） 修了時（2週間～半年） 

アフリカ54か国 
・民間人材 
・政府人材 
・教育人材  
人数 
 計900人 
 (2014: 150人, 2015:350人 
  2016: 300人,2017:100人) 

英語による 
本邦大学修士課程 
●経営学  
●農学 
●工学 等   

来日 
プログ 
ラム 

選考 
・英数試験 
・書類審査 
・ＴＶ面接 

帰国 
企業
見学 

募集 
 
帰国 

 

企業 
インターン 夏季 

企業見学/ 
インターン 

 
特別 
プログ
ラム 

 

来日 

日本語 
講座 

※Boxの色は活動場所を表す。青：現地、緑：本邦、黄色：日本企業 

ABEイニシアティブ「修士課程・インターンプログラム」（技術協力） 

本邦大学 
・75大学148研究科 
・受入枠 年間855人 
・工学,農学,経営等 
 
本邦企業 
・350社の関心 

学習機会（修士課程）・ 
企業インターンシップの提供 

日本企業の進出・活動支援 

• アフリカ各国それぞれの開発優先セクターのうち、日本企業の活力が生かせる（進出が見込める）分野をターゲットに、本邦民間企
業や大使館・JICA等、日本側から現地の有望な人材をリクルート・推薦し、日本に受け入れ。 

• 日本社会や日本企業に理解を持ち、日本企業進出の水先案内人たるアフリカの高度産業人材の育成を目指す。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
目的１．日本の大学で英語による修士コース２．日本企業でのインターン。ポイントは、3つ。・大きな市場（前述、人口、経済成長率等）・優秀な人材の募集（JICAはアフリカ26か国に拠点、従来のODA事業の実施によりアフリカの各国の知見、欲しい人材見つけてきます。）・積極的な大学（昨今の大学を取り巻く状況で、「大学の国際化」が大きな課題。アジアの留学生14万人に対し、アフリカからの留学生1000人。）



大学 
・公募により 
 選定された 
 大学 
 

学習機会（修士課程） 
行政機関などでの実務研修提供 

1. 運営委員会    ： 外務省, 文部科学省, JICA（東京・年1回）  
2. 事務局       ： JICA 
3. 運営支援機関： JICAにて選考/契約 

• 日本政府と行政機関の協働プログラムとして、修士
号取得と実務研修を実施 

• 長期間の研修により日本社会と文化に理解を持つ、
新世代の親日派・知日派の育成 

• 大洋州諸国の開発課題解決に必要な専門知識
を持つ行政官等が育成される 

• 大洋州諸国における日本の相対的な存在感の
向上を期待 

1月-3月 4月-5月 9月（2週間） 9月-（1～2.5年間） 修了時 

大洋州14カ国 
・政府人材等  

   計100人 
 

 （2016：34人 
  2017：33人 
  2018：33人） 

英語による 
本邦大学修士課程 
●環境  
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● 9月来日の場合（3月来日の場合も選考時期は同一） 

運営体制 

太平洋島嶼国リーダー教育支援プログラム  
（Pacific-LEADS:  Pacific Leaders’ Educational Assistance for Development of State） 



【事業期間】 2014年3月〜2023年5月（9年間） 
【対象大学】 モンゴル科学技術大学（MUST）、 
  モンゴル国立大学（MUIS）（ツイニングプログラムは対象外） 
【総事業費】  81.50億円 （うち円借款75.35億円） 

事業概要 

事業目的 

モンゴルの主要2大学（モンゴル科学技術大学・モンゴル国立大
学）の工学教育・ 研究の質・量の拡充を通じ、モンゴル産業界
が必要とする工学系人材を育成する。 

プログラム内容 

モンゴル工学系高等教育支援事業（MJEED） （円借款） 

共同研究・教員留学・機材供与 高専留学プログラム 

学部プログラムの質の向上 教員の教育・研究内容の強化 即戦力となる産業人材の育成 

モンゴル科学技術大学 

本邦コンソーシアム支援大学 

モンゴル科学技術大学 
モンゴル国立大学 本邦全大学 モンゴル国内高専３校 

本邦高専 

土木・建築/機械分野 320名 
修士課程 100名 博士課程 60名 
ノンディグリー共同研究派遣320回 高専留学（3年次編入） 200名 

 

 

【本邦支援コンソーシアム】ツイニング・プログラムに係るカリキュラ

ム改善、学生の受入、教員の派遣指導等を行う。 
・長岡技術科学大学 ・九州大学 ・北見工業大学 
・京都工芸繊維大学 ・豊橋技術科学大学 ・名古屋工業大学 
 
【運営委員会】 
共同研究・教員留学、奨学生の 
選定、事業の進捗管理を実施。 
・教育科学文化省 ・経済開発省 
・モンゴル科学技術大学  
・モンゴル国立大学 
・在モンゴル日本大使館 ・JICA 
 

支援実施体制 

ツイニングプログラム 



３．日本の教育の特徴・強み 
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日本の教育の特徴・強み 

• 科学技術立国への高い信頼・期待 
• 研究室中心・研究重視の教育 
• 実践・実験重視の教育 
• 問題解決能力の育成 
• 開発途上国の大学・研究者とのネットワーク 
• 日本独自の開発経験 
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４．日本の教育機関・教育事業者様への期待 
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本邦大学とJICAの連携・協力 

JICA 大学 

・途上国の中核 
 大学に対する 
 支援では大学  
 による専門的 
 な支援が不可 
 欠 

・各国の中核大学を先
導する教員/研究者/学
生との人的ネットワーク
を形成・深化 

・共同研究や国際 
 共同教育プログラム  
 の形成・実施の可能 
 性 



29 

地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS） 
www.jica.go.jp/science/ 

 独立行政法人科学技術振興機構（JST）と連携し、環境・エネルギー、生物資源、防災および感染症等

の地球規模課題の解決を視野に、これら諸課題の解決に繋がる新たな知見の獲得及びその成果の
将来的な社会実装（具体的な研究成果の社会還元）を目指し、開発途上国の社会的ニーズをもとに日
本の研究機関（大学含む）と開発途上国の研究機関が協力して技術協力プロジェクトの枠組みにより
国際共同研究を推進するもので、その目的は次のとおりです： 
① 開発途上国の人材育成及び自立的研究開発能力の向上。 
② 地球規模課題の解決に資する持続的活動体制の構築。 
③ 科学技術水準の向上につながる新たな知見の獲得と全地球的な課題解決への寄与。 

草の根技術協力 
www.jica.go.jp/partner/kusanone/ 

 草の根技術協力事業は、国際協力の意志のある日本の大学、NGO、地方自治外や公益法人など

の団体が、これまで培ってきた知見や経験を生かした提案に基づき、開発途上国の地域住民の経
済・社会の開発を目的にJICAと共同で行う事業です。 
 草の根技術協力には、開発途上国で一定程度の活動実績がある団体がこれまでの経験や技術を
生かす「草の根パートナー型」、開発途上国での活動実績が少ない団体による「草の根協力支援型」、
地方自治体が主体となり日本の地域社会のノウハウを生かす「地域提案型」の３つの形態があります。 
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